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平成25年7月12日 

内閣府公共サービス改革推進室 

 

平成23年度民間競争入札実施事業 

航空灯火施設維持工事の評価（案） 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18 年法律第51号）第７条第８項の

規定に基づく標記事業の評価は以下のとおり。 

 

Ⅰ 事業概要等 

１ 実施の経緯及び事業の概要 

航空灯火・電源施設の維持管理業務については、公共サービス改革基本方針（平成22年７

月６日閣議決定）において、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18 年

法律第51 号）に基づく民間競争入札（以下「民間競争入札」という。）を実施することを決

定した。これを受けて国土交通省は、官民競争入札等監理委員会の議を経て、「航空灯火・

電源施設の維持管理業務 民間競争入札実施要項」（以下「実施要項」という。）を定め、実

施要項に基づき、民間競争入札を実施し、受託事業者を決定している。その概要は以下の通

りである。 

 

事 項  内 容 

業務内容 

 

航空灯火の維持工事 

（１）定期点検 

（２）監視室駐在作業 

（３）応急復旧工 

（４）緊急補修工（東京国際空港のみ） 

（５）雪害対策工（新千歳空港のみ）  

契約期間 平成23 年4月1日から平成26 年3月31 日までの３年間 

受託事業者 

 

新千歳空港   ：日本電設工業株式会社 

東京国際空港  ：富士興業株式会社 

福岡空港    ：日本メックス株式会社 

契約金額 新千歳空港：   438,900,000円（税込） 

東京国際空港： 1,124,550,000円（税込） 

福岡空港：    295,050,000円（税込） 

合 計   1,858,500,000円（税込） 

確保されるべき

質・水準の設定項目

 

 

１．維持工事の質 

（１）信頼性の確保 

障害時の応急復旧未実施件数【０件】 

（航空灯火施設等の不具合における障害の応急復旧を全て行うこ

と。）   

 

資料２－２ 
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（２）安全性の確保 

①作業員等の人身事故発生件数【０件】 

（維持工事の安全管理体制不備に起因する当該施設内での作業員

等の人身事故がないこと。） 

②施設の停止における航空機の運航停止件数【０件】 

（維持工事の不備に起因する施設の運用停止により航空機の破損

又は損傷並びに運航への停止がないこと。） 

（３）品質の維持 

航空保安施設の停止件数【０件】 

（維持工事の不備に起因する電気施設の障害による航空保安施設

の停止がないこと。） 

２．確保すべき水準 

（１）定期点検 

航空灯火施設等の性能、構造、構成、回路等を理解して指定さ

れた作業を行うこと。 

（２）監視室駐在作業 

①決められた要領・手順により航空灯火施設等が運用できる状態

にすること。 

②指定された業務を実施して、航空灯火施設等の異常又は異常の

予兆を把握すること。 

③障害発生時に状況を把握して、連絡体制表に基づき迅速かつ適

切に関係各者へ連絡すること。 

④監督職員の指示により又は緊急を要する場合は航空灯火電気

施設災害等対策要領により機器の操作を行うこと。 

（３）応急復旧工 

復旧に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された作業

内容を行うこと。 

（４）緊急補修工（東京国際空港のみ） 

補修に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された作業

内容を行うこと。 

（５）雪害対策工（新千歳空港のみ） 

雪害対策に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された

作業内容を行うこと。 

 

２ 受託事業者決定の経緯 

３空港（新千歳、東京及び福岡）それぞれに実施した入札において、それぞれ入札参加者

１者から提出された競争参加資格確認申請書類及び技術提案書について、外部有識者を含む

評価者により審査した結果、入札参加資格及び評価基準を満たしていた。入札価格について

は、予定価格の範囲内であったことから、総合評価を行い、上記の者が落札者となった。 
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Ⅱ 評価 

１ 評価方法について 

国土交通省から提出された平成23年度及び24年度の実施状況についての報告（別添）に基

づき、サービスの質の確保、実施経費等の観点から、実績評価を行うものとする。 

 

２ 対象公共サービスの実施内容に関する評価 

（１）信頼性の確保 

①実施状況 

障害時の応急復旧未実施件数【０件】を目標として設定したところ、応急復旧未実施

件数は０件である。 

②評価 

航空灯火施設等の不具合における障害の応急復旧を全て行っており、適正な復旧が行

われていると評価できる。 

（２）安全性の確保 

①実施状況 

イ 作業員等の人身事故発生件数【０件】を目標として設定したところ、人身事故発生

件数は０件である。 

ロ 施設の停止における航空機の運航停止件数【０件】目標として設定したところ、航

空機の運航停止件数は０件である。 

②評価 

イ 維持工事の安全管理体制不備に起因する当該施設内での作業員等の人身事故は発

生しておらず、適正に安全性が確保されていると評価できる。 

ロ 維持工事の不備に起因する施設の運用停止により航空機の破損又は損傷並びに運

航への停止はなく、適正に安全性が確保されていると評価できる。 

（３）品質の維持 

①実施状況 

航空保安施設の停止件数【０件】を目標として設定したところ、停止件数は０件であ

る。 

②評価 

維持工事の不備に起因する電気施設の障害による航空保安施設の停止はなく、適正に

品質が維持されていると評価できる。 

（４）維持工事の各作業種別において確保すべき水準 

①実施状況 

イ 定期点検 

航空灯火施設等の性能、構造、構成、回路等を理解して指定された作業を行うこと

を業務水準として設定したところ、仕様書に定められた点検内容及び点検周期に基づ

き、下表に示す件数の航空灯火施設等の定期点検を適切に実施している。 
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【平成２３年度】 

空港名 週点検 1ヶ月点検 ２ヶ月点検 ３ヶ月点検 6ヶ月点検 1年点検 

新千歳空港 33,275 件（週 1回） 

30,495 件（週 2回） 

76,086 件 504 件 27,519 件 24,610 件 784 件 

東京国際空港 81,516 件(週 1回） 

46,997 件（週 2回） 

228,234 件 861 件 85,116 件 50,482 件 5,157 件

福岡空港 39,148 件（2週 1回） 37,612 件 252 件 11,324 件 12,426 件 331 件 

【平成２４年度】 

空港名 週点検 1ヶ月点検 ２ヶ月点検 ３ヶ月点検 6ヶ月点検 1年点検 

新千歳空港 38,042 件（週 1回） 

30,387 件（週 2回） 

81,384 件 504 件 28,975 24,389 件 2,582 件

東京国際 

空港 

81,263 件（週 1回） 

47,048 件（週 2回） 

225,063 件 882 件 86,205 件 49,823 件 5.176 件

福岡空港 41,078 件(2 週 1回) 37,088 件 252 件 11,664 件 12,234 件 616 件 

 

ロ 監視室駐在作業 

（イ）決められた要領・手順により航空灯火施設等が運用できる状態にすることを業務

水準として設定したところ、航空灯火施設等の運用状態を監視装置により目視確認

する等の仕様書に定められた作業内容を適切に実施している。 

（ロ）指定された業務を実施して、航空灯火施設等の異常又は異常の予兆を把握するこ

とを業務水準として設定したところ、航空灯火施設等を運転（充電）した状態で巡

回し、日常点検等仕様書に定められた作業内容を適切に行い、異常又は異常の予兆

の把握に努めている。 

（ハ）障害発生時に状況を把握して、連絡体制表に基づき迅速かつ適切に関係各者へ連

絡することを業務水準として設定したところ、航空灯火施設等の状態監視、日常点

検等において異常を認めた場合又は異常のおそれがある場合は、連絡体制表に基づ

き迅速かつ適切に関係者へ連絡を行っている。 

（ニ）監督職員の指示により又は緊急を要する場合は、航空灯火電気施設災害等対策要

領により機器の操作を行うことを業務水準として設定したところ、航空灯火施設等

の状態監視、日常点検等において異常を認めた場合又は異常のおそれがある場合は、

監督職員の指示により要領に従い機器の操作を適切に実施している。 

初動対応件数 

【平成２３年度】  

空港名 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 合計 

新千歳空港 12 件 29 件 38 件 15 件 94 件 

東京国際空港 14件 22 件 7 件 11 件 54 件 

福岡空港 ０件 ４件 １件 ０件 ５件 
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【平成２４年度】  

空港名 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 合計 

新千歳空港 18 件 9 件 26 件 44 件 97 件 

東京国際空港 12件 33 件 10 件 14 件 69 件 

福岡空港 １件 ４件 ２件 ０件 ７件 

 

ハ  応急復旧工 

復旧に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された作業内容を行うことを業

務水準として設定したところ、仕様書に定められた作業内容を行い、航空灯火施設等

の不点やケーブルの絶縁低下に伴う不良箇所の特定などの障害について、監督職員の

指示に従い、障害発生前と同じ状態に応急的に復旧する作業を適切に実施している。 

【平成２３年度】 

空港名 
航空灯火施設の

灯器等の交換 

配電盤等の機器の

消耗部品等の交換

ケーブルの絶

縁抵抗の測定

その他職員の 

指示する事項 
合計 

新千歳空港 200 件 8 件 24 件 99 件 331 件

東京国際空港 31 件 2 件 4 件 13 件 50 件 

福岡空港 861 件 5 件 18 件 43 件 927 件

【平成２４年度】 

空港名 
航空灯火施設の

灯器等 1の交換

配電盤等の機器の

消耗部品等の交換

ケーブルの絶

縁抵抗の測定

その他職員の 

指示する事項 
合計 

新千歳空港 221 件 3 件 7 件 193 件 424 件

東京国際空港 28 件 5 件 10 件 20 件 63 件 

福岡空港 761 件 8 件 24 件 8 件 801 件

 

ニ  緊急補修工（東京国際空港のみ） 

補修に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された作業内容を行うことを業

務水準として設定したところ、土木の緊急舗装補修工の実施に伴い航空機の運航に支

障が出ないよう、航空灯火施設の緊急補修工を確実に実施している。 

【平成２３年度】 

空港名 航空灯火施設の灯器等の撤去・再設置 その他職員の指示する事項 合計 

東京国際空港 38 件 0 件 38 件 

【平成２４年度】 

空港名 航空灯火施設の灯器等の撤去・再設置 その他職員の指示する事項 合計 

東京国際空港 43 件 0 件 43 件 

 

ホ  雪害対策工（新千歳空港のみ） 

雪害対策に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された作業内容を行うこと

を業務水準として設定したところ、冬期間閉鎖される誘導路への航空機誤進入防止対

策等のため、航空灯火施設の撤去及び消灯並びに閉鎖解除時における航空灯火施設の
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再設置及び点灯作業を適切に実施している。 

【平成２３年度】 

空港名 
航空灯火施設の灯器等の 

撤去・再設置 
その他職員の指示する事項 合計 

新千歳空港 137 件 0 件 137 件 

【平成２４年度】 

空港名 
航空灯火施設の灯器等の 

撤去・再設置 
その他職員の指示する事項 合計 

新千歳空港 137 件 0 件 137 件 

 

②評価 

各業務において、信頼性の確保、安全性の確保、品質の維持の要求水準を満足してい

ることから、空港の円滑な運用及び航空機運航の安全の確保に貢献していると評価でき

る。 

 

（５）民間事業者からの改善提案による改善実施事項 

①実施状況 

イ 緊急時（地震・台風等自然災害含む）への配慮 

台風等自然災害への配慮として、土嚢、排水ポンプ等を即使用出来るよう準備を行っ

ている。これは、ケーブル絶縁障害時に調査する際においても、浸水したマンホールの

排水にも利用できることから、調査対応の迅速化につながった。（福岡空港、東京国際

空港） 

ロ 日々の工事内容に係る配慮 

滑走路等の夜間屋外作業において、定期点検及び応急復旧工での使用を考慮し、仮設

照明及び発電機を一体として即使用できるよう準備を行っている。これは、応急復旧工

の作業時間の短縮及び滑走路等への工具等の置き忘れ防止などに有効であった。（新千

歳空港） 

②評価 

航空灯火施設維持工事において、民間事業者からの提案により、業務の効率性、安全

性の向上が図られていると評価できる。 

 

３ 実施経費についての評価 

３年間の契約額は、1,858,500千円であり、単年度換算すると619,500千円となる。民間競

争入札導入前の従来の実施経費（平成22年度）594,825千円と比較して、１年当たり24,675

千円（約4.1％）の経費増加となる。契約額の増減理由について、国土交通省は、「契約額の

変動は、対象施設の点検周期の見直し、労務単価の変動、施設整備による対象施設数量の増

減により変動するものであり、一様に比較はできないが、労務単価が上昇したにも関わらず、

契約額がそれぞれ減少している。それは、工事の諸経費率は対象金額が大きいほど減少する

ため、複数年契約により対象金額が増加したことにより諸経費率が減少し、その結果、諸経

費が減少したことによる。東京国際空港については、平成22年10月からＤ滑走路、国際線地
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区が供用されるなど対象施設が大幅に増加となったため、諸経費の減額分よりも増額分が上

回ったことによる。」としている。なお、平均落札率については、99.25%（平成22年度）か

ら98.74%（平成23年度）と0.51%低下した。 

従来経費と契約額（単位：千円） 

空港名 従来経費 

平成22年度 

（Ａ) 

平成23～26年度 従来経費

との差 

（Ｂ－Ａ）

増加割合 

（Ｂ－Ａ）/

Ａ 

契約額 単年度換算

（Ｂ） 

新千歳空港 150,675 438,900 146,300 -4,375 -2.9% 

東京国際空港 339,150 1,124.550 374,850 35,700 10.5% 

福岡空港 105,000 295,050 98,350 -6,650 -6.3% 

合計 594,825 1,858,500 619,500 24,675 4.1% 

（Ａ）従来経費は、直近の平成22年度の経費としている。 

落札率  

空港名 平成 22年度 平成 23年度 

新千歳空港 ９９．４３％ ９９．５９％ 

東京国際空港 ９８．８７％ ９７．７７％ 

福岡空港   ９９．４５％ ９８．８５％ 

平均落札率 ９９．２５％ ９８．７４％ 

 

４  評価のまとめ 

（１）評価の総括 

確保すべき質として設定していた項目（①障害時の応急復旧未実施件数【0件】、②作

業員等の人身事故発生件数【0件】、③施設の停止における航空機の運航停止件数【0件】、

④航空保安施設の停止件数【0件】、⑤維持工事の確保すべき水準）は、全て目標水準を

達成していると評価できる。また、改善提案を反映した業務においても適切に行われてい

ることから、航空機運航の安全の確保及び空港の円滑な運用に貢献していると評価できる。 

経費については、３年間の契約額は、1,858,500千円であり、単年度換算すると619,500

千円となる。従来の実施経費（平成22年度）は、594,825千円である。１年当たり24,675

千円（約4.1％）の経費増となったが、これは、東京国際空港において平成22年10月から

Ｄ滑走路、国際線地区が供用されるなど対象施設が大幅に増加したことにより経費が増額

した影響が大きかったためと考えられる。            

本事業を実施するにあたり、幅広い者の参入を促すために、競争参加者資格については、

類似工事実績の適用範囲拡大、本店等所在地要件緩和、配置予定技術者の途中交代を認め

る及び入札へのグループ参加を認める等を行なったものの、今回の３空港全ての入札にお

いて１者応札となっており、競争性の確保が必要である。 

（２）今後の方針 

良好なサービスの質が達成されていることから、次期事業においても、引き続き、民間

競争入札を実施することが必要と考えられるが、競争性の確保の観点から、新規参入事業

者を確保していくために、公告期間の延長、広報誌への掲載、周知・啓発活動を行う等に
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より積極的な情報開示を行うとともに、多くの民間事業者の入札への参加を促す以下の方

策について、検証する必要があると考えられる。 

① 国庫債務負担行為を活用し、入札手続きを前倒しで行うことにより、事業実施のた

めに十分な準備期間の確保すること。 

②  真に入札可能な業者を精査し、それらに対して入札に参加しなかった理由をしっか

りヒアリングしたうえで、実効性のある改善策を構築すること。 

 

 

以上 
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平成２５年６月２１日 

国 土 交 通 省 

平成２３年度 民間競争入札実施事業  

航空灯火施設維持工事の実施状況について 

 

 

Ⅰ．事業の概要 

１．維持工事の内容 

   空港の円滑な運営及び航空機運航の安全性を確保するため、航空灯火施設等を常時良好な状態に

保つように定期点検、監視室駐在作業による運転監視、障害発生時の応急復旧を行う。 

 

２．業務実施期間 

   平成２３年４月１日～平成２６年３月３１日 

   

３．受注者 

   新千歳空港   ：日本電設工業株式会社 

東京国際空港  ：富士興業株式会社 

   福岡空港    ：日本メックス株式会社 

   

４．受託者決定の経緯 

3 空港（新千歳空港、東京国際空港、福岡空港）でそれぞれ実施した入札において、それぞれ入

札参加者１者から提出された競争参加資格確認申請書類及び技術提案書について、外部有識者を含

む評価者により審査した結果、入札参加資格及び評価基準を満たしていた。入札価格については、

予定価格の範囲内であったことから、総合評価を行い、上記の者が落札者となった。 

 

Ⅱ．確保すべき質の達成状況及び評価 

 

１．信頼性の確保 

   (1) 目標：障害時の応急復旧未実施件数【０件】 

   (2) 測定指標：航空灯火施設等の不具合における障害の応急復旧を全て行うこと 

   (3) 結果：下表のとおり ２年間を通じて【０件】 

 

【平成２３年度】   

空港名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 ３月

新千歳空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

東京国際空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

福岡空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

別添 
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【平成２４年度】 

空港名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 ３月

新千歳空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

東京国際空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

福岡空港 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

２．安全性の確保－１ 

  (1) 目標：作業員等の人身事故の発生件数【０件】 

  (2) 測定指標：維持工事の安全管理体制不備に起因する当該施設内での作業員等の人身事故がな

いこと。 

   (3) 結果：下表のとおり ２年間を通じて【０件】  

【平成２３年度】 

空港名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 ３月

新千歳空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

東京国際空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

福岡空港 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

【平成２４年度】 

空港名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 ３月

新千歳空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

東京国際空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

福岡空港 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

安全性の確保－２ 

   (1) 目標：施設の停止における航空機の運航停止件数【０件】 

   (2) 測定指標：維持工事の不備に起因する施設の運用停止により航空機の破損又は損傷並びに運

航への停止がないこと。 

  (3) 結果：下表のとおり ２年間を通じて【０件】 

 【平成２３年度】   

空港名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 ３月

新千歳空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

東京国際空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

福岡空港 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 
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【平成２４年度】 

空港名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 ３月

新千歳空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

東京国際空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

福岡空港 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

３．品質の維持 

  (1) 目標：航空保安施設の停止件数【０件】 

  (2) 測定指標：維持工事の不備に起因する電気施設の障害による航空保安施設の停止がないこと。 

 (3) 結果：下表のとおり ２年間を通じて【０件】  

【平成２３年度】 

空港名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 ３月

新千歳空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

東京国際空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

福岡空港 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

【平成２４年度】 

空港名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 ３月

新千歳空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

東京国際空港 0 件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

福岡空港 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

 

４．維持工事の各作業種別において確保すべき水準及び実施状況 

（１）確保すべき水準 

①定期点検 

・航空灯火施設等は、特殊な施設であり、各施設の性能及び機能維持が航空機の運航及び空港

運営に影響するため、性能、構造、構成、回路等を理解して、指定された作業を行うこと。 

 ②監視室駐在作業 

   ・決められた要領・手順により航空灯火施設等が運用できる状態にすること。 

   ・指定された業務を実施して、航空灯火施設等の異常又は異常の予兆を把握すること。 

   ・障害発生時に状況を把握して、連絡体制表に基づき迅速かつ適切に関係各者へ連絡 

    すること。 

   ・監督職員の指示により又は緊急を要する場合は、航空灯火電気施設災害等対策要領 

    により機器の操作を行うこと。 
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③応急復旧工 

 ・復旧に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された作業内容を行うこと。 

④緊急補修工   （東京国際空港のみ） 

・補修に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された作業内容を行うこと。 

  ⑤雪害対策工   （新千歳空港のみ） 

  ・雪害対策に必要な人員、材料及び機材等を準備し、指定された作業内容を行うこと。 

 

（２）実施状況 

①定期点検 

【平成２３年度】 

空港名 週点検 1 ヶ月点検 ２ヶ月点検 ３ヶ月点検 6 ヶ月点検 1 年点検 

新千歳空港 
33,275 件（週 1 回）

30,495 件（週 2 回）
76,０86 件 504 件 27,519 件 24,610 件 784 件 

東京国際空港 
81,516 件（週 1 回）

46,997 件（週 2 回）
228,234 件 861 件 85,116 件 50,482 件 5,157 件

福岡空港 39,148 件(2 週１回) 37,612 件 252 件 11,324 件 12,426 件 331 件 

【平成２４年度】 

空港名 週点検 1 ヶ月点検 ２ヶ月点検 ３ヶ月点検 6 ヶ月点検 1 年点検 

新千歳空港 
38,042 件（週 1 回）

30,387 件（週 2 回）
81,384 件 504 件 28,975 24,389 件 2,582 件

東京国際空港 
81,263 件（週１回）

47,048 件（週２回）
225,063 件 882 件 86,205 件 49,823 件 5.176 件

福岡空港 41,078 件(2 週１回) 37,088 件 252 件 11,664 件 12,234 件 616 件 

仕様書に定められた点検内容及び点検周期に基づき、上表に示す件数の航空灯火施設等の定期

点検を適切に実施した。 

 

②監視室駐在作業 

【平成２３年度】 初動対応件数 

空港名 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 合計 

新千歳空港 12 件 29 件 38 件 15 件 94 件 

東京国際空港 14 件 22 件 7 件 11 件 54 件 

福岡空港 ０件 ４件 １件 ０件 ５件 

【平成２４年度】 初動対応件数 

空港名 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 合計 

新千歳空港 18 件 9 件 26 件 44 件 97 件 

東京国際空港 12 件 33 件 10 件 14 件 69 件 

福岡空港 １件 ４件 ２件 ０件 ７件 

・決められた要領・手順により航空灯火施設等が運用できる状態にすること。 
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実施状況：航空灯火施設等の運用状態を監視装置により目視確認する等の仕様書に定められ    

た作業内容を適切に行った。 

・指定された業務を実施して、航空灯火施設等の異常又は異常の予兆を把握すること。 

実施状況：航空灯火施設等を運転（充電）した状態で巡回し、日常点検等仕様書に定められ

た作業内容を適切に行い、異常又は異常の予兆の把握に努めた。 

・障害発生時に状況を把握して、連絡体制表に基づき迅速かつ適切に関係各者へ連絡すること。 

実施状況：航空灯火施設等の状態監視、日常点検等において異常を認めた場合又は異常のお

それがある場合は、連絡体制表に基づき迅速かつ適切に関係各者へ連絡を行った。 

・監督職員の指示又は緊急を要する場合は、航空灯火電気施設災害等対策要領により機器の操

作を行うこと。 

実施状況：航空灯火施設等の状態監視、日常点検等において異常を認めた場合又は異常のお

それがある場合は、監督職員の指示により要領に従い機器の操作を適切に行った。 

 

③応急復旧工 

【平成２３年度】 

空港名 
航空灯火施設の 

灯器等の交換 

配電盤等の機器の

消耗部品等の交換

ケーブルの絶縁

抵抗の測定 

その他職員の 

指示する事項 
合計 

新千歳空港 200 件 8 件 24 件 99 件 331 件 

東京国際空港 31 件 2 件 4 件 13 件 50 件 

福岡空港 ８６１件 ５件 １８件 ４３件 ９２７件 

【平成２４年度】 

空港名 
航空灯火施設の 

灯器等の交換 

配電盤等の機器の

消耗部品等の交換

ケーブルの絶縁

抵抗の測定 

その他職員の 

指示する事項 
合計 

新千歳空港 221 件 3 件 7 件 193 件 424 件 

東京国際空港 28 件 5 件 10 件 20 件 63 件 

福岡空港 ７６１件 ８件 ２４件 ８件 ８０１件 

仕様書に定められた作業内容を行い、航空灯火施設等の不点やケーブルの絶縁低下に伴う不良

箇所の特定などの障害について、監督職員の指示に従い、障害発生前と同じ状態に応急的に復旧

する作業を適切に実施した。 

 

④緊急補修工（東京国際空港のみ） 

 【平成２３年度】 

空港名 
航空灯火施設の灯器等の

撤去・再設置 
その他職員の指示する事項 合計 

東京国際空港 38 件 0 件 38 件 

【平成２４年度】 

空港名 
航空灯火施設の灯器等の

撤去・再設置 
その他職員の指示する事項 合計 

東京国際空港 43 件 0 件 43 件 
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土木の緊急舗装補修工の実施に伴い航空機の運航に支障が出ないよう、航空灯火施設の緊急補

修工を確実に実施した。 

 

⑤雪害対策工（新千歳空港のみ） 

【平成２３年度】 

空港名 
航空灯火施設の灯器等の

撤去・再設置 
その他職員の指示する事項 合計 

新千歳空港 137 件 0 件 137 件 

 

【平成２４年度】 

空港名 
航空灯火施設の灯器等の

撤去・再設置 
その他職員の指示する事項 合計 

新千歳空港 137 件 0 件 137 件 

冬期間閉鎖される誘導路への航空機誤進入防止対策等のため、航空灯火施設の撤去及び消灯並

びに閉鎖解除時における航空灯火施設の再設置及び点灯作業を適切に実施した。 

 

５．評価 

各業務において、信頼性の確保、安全性の確保、品質の維持の要求水準を満足しており、空港

の円滑な運用及び航空機運航の安全の確保ができている。 

 

Ⅲ．実施経費の状況及び評価 

 

１．平成 23 年度契約額  （括弧内は 1 年分に按分した額） 

（１） 新千歳空港航空灯火施設維持工事        ４３８,９００,０００円 

                          （１４６,３００,０００円 ） 

 

（２） 東京国際空港航空灯火維持工事         １,１２４,５５０,０００円 

                             （ ３７４,８５０,０００円 ） 

 

   （３） 福岡空港航空灯火施設維持工事           ２９５,０５０,０００円 

                                （ ９８,３５０,０００円 ） 

 

２．市場化テスト導入前後の比較 

（１）平成 22 年度実施経費及び落札率 

①新千歳空港航空灯火施設維持工事            １５０,６７５,０００円 

平成 23 年度契約との開差 

          １４６,３００,０００ － １５０,６７５,０００ ＝  ４,３７５,０００円の減 

   ②東京国際空港航空灯火施設維持工事          ３３９,１５０,０００円 

平成 23 年度契約との開差 
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       ３７４,８５０,０００ － ３３９,１５０,０００  ＝ ３５,７００,０００円の増 

 

 

③福岡空港航空灯火施設維持工事          １０５,０００,０００円 

  平成 23 年度契約との開差 

        ９８,３５０,０００ ― １０５,０００,０００  ＝  ６,６５０,０００円の減 

 

 

【落札率】  

空港名 平成 22 年度 平成 23 年度 

新千歳空港 ９９．４３％ ９９．５９％ 

東京国際空港 ９８．８７％ ９７．７７％ 

福岡空港   ９９．４５％ ９８．８５％ 

平均落札率 ９９．２５％ ９８．７４％ 

 

（２）経費節減効果 

①市場化テスト導入前後で契約額開差の分析 

平成２３年度契約額（按分額）と平成２２年度契約額との開差については、労務単価が上昇

したにも関わらず、契約額がそれぞれ減少している。工事の諸経費率は対象金額が大きいほど

減少するため、複数年契約により対象金額が増加したことにより諸経費率が減少し、その結果、

諸経費が減少したことによる。東京国際空港については、平成 22 年 10 月から D 滑走路、国

際線地区が供用されるなど対象施設が大幅に増加となったため、諸経費の減額分よりも増額分

が上回ったことによる。 

②市場化テスト導入による経費節減効果 

契約額の変動は、対象施設の点検周期の見直し、労務単価の変動、施設整備による対象施設

数量の増減により変動するものであり、一様に比較はできないが、複数年契約による諸経費の

減額により契約額の節減効果が認められた。 

 

（３）平成 22 年度と平成 23 年度における業務仕様の違い 

対象施設の点検周期見直し及び空港整備事業による滑走路等の新設・改良に伴う航空灯火施

設など維持対象施設数の増減があった。 

  

（４）競争入札応札者数 

空港名 平成 22 年度 平成 23 年度 

新千歳空港 1 者 1 者 

東京国際空港 １者 １者 

福岡空港   １者 １者 

 

 ３．受注者からの技術提案を反映した業務の履行状況 
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   航空灯火施設維持工事において、以下の提案がなされ、業務の効率性、安全性の向上が図られた。 

（１）緊急時（地震・台風等自然災害含む）への配慮 

     台風等自然災害への配慮として、土嚢、排水ポンプ等を即使用出来るよう準備を行った。

これは、ケーブル絶縁障害時に調査する際においても、浸水したマンホールの排水にも利用

でき、調査対応の迅速化につながった。（福岡空港、東京国際空港） 

  （２）日々の工事内容に係る配慮 

       滑走路等の夜間屋外作業において、定期点検及び応急復旧工での使用を考慮し、仮設照明

   及び発電機を一体として即使用できるよう準備を行った。 

 これにより、応急復旧工の作業時間の短縮及び滑走路等への工具等の置き忘れ防止などに有

効であった。（新千歳空港） 

４．評価 

  市場化テストの導入に伴う経費節減効果については、市場単価、空港整備事業による対象施設等

の増減があるため一様に判断できないが、複数年契約としたことにより対象工事費が増加した結果、

乗ずる諸経費率が減少したため、従前の単年度契約に比べ諸経費額の減少分が節減となっている。

落札率については、若干低下しているものの市場化テスト導入による効果であるか判断はできない。 

競争参加者資格については、類似工事の適用範囲拡大、地域の拡大や配置予定技術者の途中交

代（協議により可）、グループ参加を認めるなどの緩和を行なってきたが、新たな応札者の参入は

なかった。これは、航空灯火施設維持工事の性質から夜間作業が大半を占めており、作業時間が

限定されるなど作業損失の多い工事であることから敬遠されたものと思われるが、今以上の業務

実績の条件緩和は、空港施設維持管理業務遂行上の確実な遂行の不安全要素となるため行わず、

公告期間の延長など別の手段により対応していくこととする。 

新規応札者の参入促進については、パブリックコメント実施の掲載等を行っているところであ

り、その結果、平成 25 年度実施分の事業については、複数者の応札があり、効果が認められた

ので、引き続き広報誌への掲載、周知・啓発活動を推し進めていく。 

改善提案については、各作業における作業効率の改善に関する提案、安全対策がなされ、作業

時に効果を確認できた。 

     

 

Ⅳ．総括  

業務の実施状況（達成すべきサービスの質）に関しては信頼性の確保、安全性の確保、品質の維持

という観点で要求水準を満足している。経費の節減効果に関しては、複数年契約とすることで初期

投資リスクが減少するとの見込みから応札者増加による競争促進を期待したが、積算手法による経

費の減少に留まった。1 者応札対策に関しては、本工事の特殊性から今以上の業務実績の条件緩和

は行わないこととし、公告期間の延長、引き続き広報誌への掲載、周知・啓発活動を行うなど別の

手段により、応募しやすい環境を図っていく。 

以上より、部分的な効果は認められるものの、市場化テスト導入効果が全体を通してあったかは判

断が困難である。引き続き継続し導入効果を見守っていく必要があると考える。 
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Ⅴ．第三者委員会への報告内容及び第三者委員会での意見 

１．東京航空局 

(1) 報告内容 

  公共サービス（航空灯火、電源施設の維持管理業務）の実施状況 

(2) 意見等 

今まで以上の広報・宣伝活動により、複数者による応札が行われる可能性があると思われるた 

め力を入れていただきたい。 

経費については、今後の複数年契約による経験から、経費の効率化などが判ってくるものと思

われ、引き続き複数年契約を実施していく必要がある。 

 

２．大阪航空局 

(1) 報告内容 

  公共サービス（航空灯火、電源施設の維持管理業務）の実施状況 

(2) 意見等 

工事内容において非常に専門的でかつ質の高いものが要求されており、結果として大きな責任 

が求められていることから、手続きの簡素化や要件の緩和だけでは一者応札の改善はできないと

感じた。受注意欲を高めるような方策の検討が必要であると思われる。 

導入効果の判断は困難であるが、市場化テストは非常によい制度であるため、その効果を見出

すためにも、時間をかけて今後も継続していく必要がある。 

 


